
 

 

 

 

「一般乗用旅客自動車の雇上（つくば地区）」に係る 

参加者公募に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              令和６年３月 

                                          



参加者公募に関する説明書 

 

「一般乗用旅客自動車の雇上（つくば地区）」の受託を希望する事業者は、業務を行うた

めの参加意思表明について、下記により「参加意思表明書」を作成のうえ提出をお願いいた

します。 

 

１．業務概要 

（１）業 務 名 一般乗用旅客自動車の雇上（つくば地区） 

（２）業務内容 電話による配車若しくは茨城県県南交通圏（つくば市、土浦市他）内のタ

クシー乗場にて、当所職員等（以下「利用者」という。）を乗車させ指示

する目的地まで安全に運送する。 

（３）配車場所 茨城県県南交通圏（つくば市、土浦市他）及び指定場所 

（４）履行期間 令和６年４月１日 から 令和７年３月３１日 まで 

（５）利用方法 

１）利用者の必要に応じ、利用者の指定する場所及び時間に配車するものである。 

２）乗車料金は現金払い制とせず、利用者が必要事項を記入した乗車券により処理 

するものとする。 

（６）乗車料金 乗車料金は、関東運輸局認可料金によるものとする。 

（７）請求・支払方法 請求は１ヶ月毎に乗車料金を計上し、上記の乗車券を添付して

請求するものとする。支払は受理した請求書を検収後行うものとする。 

 

２．参加要件 

（１）令和６年３月７日現在、事業の種別として、「一般乗用旅客自動車運送事業」の許可

を、営業区域として「茨城県県南交通圏」の許可を受けていること。但し、福祉タク

シーのみの許可は除く。 

（２）つくば市又は土浦市に営業所を有していること。 

（３）事務取扱手数料が発注者に掛からないこと。 

 

３．参加意思表明書 

（１）事業の種別として、「一般乗用旅客自動車運送事業」の許可を、営業区域として    

「茨城県県南交通圏」の許可を受けていることを確認できる書類（運送事業の「許可

書」「認可書」「免許状」等の写しを想定） 

（２）つくば市又は土浦市に営業所を有していることを確認できる書類 

（３）事務取扱手数料が発注者に掛からないことを確認できる書類 

 

４．手続等 

（１）担当部局 

〒305-0802 茨城県つくば市立原１番地３ 

国立研究開発法人建築研究所 総務部会計課 契約担当 

TEL：029-879-0624  FAX：029-879-0628  E-Mail：keiyaku@kenken.go.jp 

 



（２）説明書等の交付場所・方法・交付期間 

１）交付方法 国立研究開発法人建築研究所ホームページに掲載 

２）交付期間 令和６年 ３月７日 から 令和６年 ３月２２日 まで 

（３）参加意思表明書の提出期限、場所及び方法 

１）提出期限 令和６年 ３月２２日 １７時００分 

２）提出場所 （１）に同じ。 

３）提出方法 持参、郵送等（配達記録が残るものに限る。）若しくは電送又は 

電子メール（着信を確認すること。）によること。 

（４）審査結果通知 

１）参加要件を満たす者に対しては、その旨を記載した「審査結果通知書」を 

送付する。 

２）参加要件を満たさない者に対しては、その理由を記載した「審査結果 

通知書」を送付する。 

 

５．契約条件 

 別添・契約書（案）による。 

 

６．留意事項 

（１）参加意思表明書の提出に要する経費は、参加者側の負担になります。 

（２）提出期限までに総務部会計課に到達しなかった参加意思表明書は、特定しないことと

します。 

（３）総務部会計課に提出された参加意思表明書は、当該参加者に無断で二次的に使用する

ことはありません。 

（４）特定されなかった参加意思表明書については、返却しません。 

（５）参加意思表明書に虚偽の記載を行った場合は、当該書類を無効にします。 

（６）特定した参加意思表明書については、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律（平成１３年法律第１４０号）において、開示請求があった場合は、当該企業等

の権利や競争上の地位等を害するおそれがないものについては、開示対象となる場合

があります。 

（７）特定された者であっても契約手続の完了までは、建築研究所との契約関係を生じるも

のではありません。 

（８）参加意思表明書の内容を確認した結果、参加要件を満たす場合は、特定します。 

    

７．参加意思表明書の特定若しくは非特定の通知 

（１）通知書の送付をもって特定若しくは非特定を通知します。 

（２）非特定の通知を受けた者は、通知を受けた日の翌日から起算して５日以内に、書面に

より国立研究開発法人建築研究所理事長に対して非特定理由についての説明を求める

ことができます。 



国立研究開発法人 建築研究所 BUILDING RESEARCH INSTITUTE

「調達情報メールサービス」を
ご利用ください！！

建築研究所では、入札公告の情報をメールで
お知らせしております。
公告日に、登録されたメールアドレスに配信
されます。

http://www.kenken.go.jp/cyoutatsu-ml/index.html

是非ご利用ください。
ご登録はこちら
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